
生駒市条例第３３号  

生駒市立保育所条例の一部を改正する条例をここに公布する。  

平成２８年３月３１日  

生駒市長 小 紫 雅 史    

 

生駒市立保育所条例の一部を改正する条例 

生駒市立保育所条例（昭和３０年３月生駒市条例第８号）の一部を次のように

改正する。 

別表備考第８項各号列記以外の部分を次のように改める。 

   前項の規定にかかわらず、児童の属する世帯が次に掲げる世帯（以下「

要保護者等世帯」という｡)である場合におけるこの表の適用については、

Ｂ階層の世帯にあっては当該世帯の保育料の額は０円とし、Ｃ 1 階層から

Ｃ 6 階層までの世帯及びＣ 7 階層のうち市町村民税の所得割額が７７,１０

０円以下の世帯にあっては当該世帯の保育料の額は同表に定める括弧内の

額とする。 

別表備考に次の１項を加える。 

 ９ 前２項の規定にかかわらず、特定被監護者等（子ども・子育て支援法施

行令（平成２６年政令第２１３号）第１４条の２第１項に規定する特定被

監護者等をいう。以下同じ｡)が２人以上いる場合におけるこの表の適用に

ついては、児童の属する世帯がＢ階層からＣ 4 階層までの世帯及びＣ 5 階層

のうち市町村民税の所得割額が５７,６９９円以下の世帯（要保護者等世

帯を除く｡)の保育料の額は、最年長の特定被監護者等から順に２人目は同

表に定める括弧内の額、３人目以降は０円とし、児童の属する世帯が要保

護者等世帯であってＣ 1 階層からＣ 6 階層までの世帯及びＣ 7 階層のうち市

町村民税の所得割額が７７,１００円以下の世帯の保育料の額は、最年長



の特定被監護者等から順に２人目以降は０円とする。  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の生駒市立保育所条例の規定は、平成２８年度分の保育料から適用

し、平成２７年度分までの保育料については、なお従前の例による。  


